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本研究は，中山間地域をフィールドに，よ
り多様な人材がコミュニティ運営に関与する
ための起点として，コミュニティ・ビジネス
がいかに機能しうるのかを検討する。
過疎高齢化が進む中山間地域においては，
地域コミュニティ運営の担い手層の減少と高
齢化，また，運営の基礎単位である集落の小
規模高齢化が深刻化している。さらに，市町
村や農協等の公共サービス供給主体の広域合
併，そして2015年以降には各市町村において
合併特例債の発行期限を迎えはじめる等，近
い将来，地域における公共サービス低減は確
実に迫ると予測される。その中にあって，今
後の中山間地域コミュニティ運営を考える
際，各地域において既存の地域コミュニティ
運営のあり方を見直し，新たな運営体制で臨
むことが優先課題であると考える。振り返る
と，中山間地域においては，代表主義に基づ
く限定されたメンバーシップ，上位下達の意
思決定といった運営方式が多く見られ，例え
ば，若年層や女性の運営参加，他地域との部
分的な連携，世代や性別に囚われない意見を
ベースに新たな事業を創出する等，多様な人
材の力を活かした地域コミュニティ運営が行
われ難かったのではないだろうか。
そこで期待したいのが，近年，地域内外の
多様な人材がネットワークを組み，組織とし
て活動し，様々な地域サービスを補完するコ
ミュニティ・ビジネスの存在である。コミュ
ニティ・ビジネスは，後述するように地域の
コミュニティ形成のイニシアチブとしても期
待され，こと中山間地域においては，従来，
地域コミュニティの運営に関わり難かった感
のある若年層や女性，あるいは他出者や新規
住民等が地域に関わりを持つ場として期待さ
れうる。本研究では，コミュニティ・ビジネ
スを，多様な人材が地域コミュニティの運営
に関与する，いわば「起点」として機能しう
ることを展望，期待している。
以上の認識のもと本稿では，コミュニ
ティ・ビジネスの担い手を対象としたアン
ケート調査により，コミュニティ・ビジネス
への参加を起点とした，多様な人材の地域コ
ミュニティ運営への関与の実態を把握し，そ
の論点について検討することを課題とする。
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まずは，コミュニティ・ビジネスに期待さ
れる公益的な機能を，中山間地域コミュニ
ティの現状を絡めながら触れておきたい。
1990年代後半以降に日本に導入されたコ
ミュニティ・ビジネスという言葉は，コミュ
ニティの概念そのものの多義性もあいまっ
て，これまで統一的な定義のない用語のまま
定着してきた。にも関わらず，この用語が広
く受けいれられてきた時代背景には，行政機
関による公共サービス機能の低下，地域経済
の疲弊が顕在化してきたことが挙げられるだ
ろう。このような時代状況にあって，例えば
行政組織が行政用語として使用する際の「コ
ミュニティ・ビジネス」は，どちらかといえ
ば「地域サービスの新たな供給主体」という
ニュアンスが色濃く強調されている１）。
ただし一方で，コミュニティ・ビジネスの
取り組みは，地域の個々の課題に対応した
サービス供給という枠組みには収まりきらな
いともいえる。コミュニティ・ビジネスが
個々の取り組みを展開する先に，地域に共感
とつながりを創出し，住民の自治意識を醸成
するという方向性が展望されうる。そして，
地域のコミュニティ形成が，そもそもの目的
であるというだけでなく，地域の多様な資源
を動員するコミュニティ・ビジネスにとって
の重要な経営資源になりうると想定できる
（藤井2003）。折しも近年，特に行政サイドに
おいてコミュニティへの焦点化の波が広がっ
ている（第二次コミュニティ・ブーム）もの
の，この流れは，かつての第一次ブームが地
域活動の「隆盛期」における議論であったの
とは反対に，地域コミュニティの活力の「低
迷期」に発せられていることは押さえておく
べきだろう（小田切2009：19）。その流れの
中で，コミュニティ形成のイニシアチブとし
てのコミュニティ・ビジネスへの期待が，今
後益々期待されることが予測される。
ただし，都市部と中山間地域とでは「コ
ミュニティ形成」のニュアンスがかなり異
なっていることには，注意が必要だと考える。
とりわけ都市部において展開されるコミュニ
ティ形成については，地域において希薄化し
ていた住民どうしのつながりや地域との関わ
り合いの醸成が大きな焦点になっていると考
えられる。他方，後に詳述するように，中山
間地域においては，住民による既存のつなが
りや地域との関わり方を見直し，多様な人材
の声が反映されるとともに，彼や彼女たちが
地域コミュニティの運営の場面で活躍しうる
ような基盤づくりが展望されうる。言い換え
ると，地域コミュニティの「構築」というニュ
アンスが色濃い都市部でのコミュニティ形成
に比べ，中山間地域においては，地域コミュ
ニティの「再編」が重要なテーマとなってい
ると考えられる。
± ® ³  ǽ˹ࠞᩖ٥ڒɽʩʯʕʐɭɁး࿡Ȼ٥
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そこで次に，中山間地域におけるコミュニ
ティ運営の現状と再編に向けた課題について
若干触れてみたい。
戦後からはじまるエネルギー革命，高度経
済成長の中，都市部への恒常的な人口流出に
よって，中山間地域においては，地域コミュ
ニティ運営の担い手とその基礎単位である集
落の小規模高齢化が深刻化している。一例と
して，全県的に中山間地域が広がる島根県の
実態を取り上げてみたい。2004年から2010年
にかけて集落の小規模高齢化が進行しており
（表1），かつ現在，昭和一桁世代の引退およ
び50歳代後半から60歳代前半の住民によるコ
ミュニティ運営への移行段階にあるが，続く
より若い世代の絶対数が少なく，今後，より
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少数の住民の双肩に地域の維持，活性化の課
題がのしかかってくることが予測される（図
1）。
この現状下において何よりもまず見直され
るべきは，中山間地域における従来のコミュ
ニティ運営においては，強い代表主義をはじ
め，年功を重視し充て職を前提とする役職就
任の制度，壮年男性を中心に特定のメンバー
シップの下での運営が散見される状況だった
と考える。
また，その中にあって，特定の住民に運営
の重責が集中し，多様な住民，さらには地域
外の人材の知恵やわざ，アイデア等を活用す
る土壌が中山間地域においては形成され難い
状況にあったのではないだろうか。
ゆえに，地域コミュニティの運営を担う組
織の多くは，どちらかといえば上位下達の地
域課題に対する合意形成や連絡調整のための
組織という色合いが強く，多様な人材が相互
に共感を育み，ボトムアップ型で新たな課題
発見や対策検討を行う可能性は，既存の地域
コミュニティ運営のレベルにおいてはやや低
い傾向にあったのではないかと振り返る。
他方，集落を越える範囲（例えば大字や
市町村域）という地域コミュニティのいわ
ば「周辺部」においては，中山間地域コミュ
ニティ運営への参加の機会が限られる傾向に
あった潜在的な担い手（例えば若年層や女
性，地域おこし協力隊等の新規定住者）によ
る出会いの場や実践的な組織が形成され，多
様な人材が関与する開放的な土壌が育まれて
きている。そしてコミュニティ・ビジネスは，
そうした新たなイニシアチブの代表的事例と
認識されうる。
ただし，これまで，中山間地域におけるコ
ミュニティ・ビジネスを起点としたコミュニ
ティ形成の可能性について，努めて実態把握
が行われてきたとはいい難い。具体的には，
中山間地域におけるコミュニティ・ビジネス
が多様な人材のコミュニティ運営参加の起点
として機能しうるのか，ひいては，彼らや彼
女らがコミュニティ形成において，いかにイ
ニシアチブを発揮しうるのかが，あまり明ら
表１　島根県における集落の状況（2004・2010年）
2004年 2010年
一集落当たり平均人口（人） 87*0 79*1
一集落当たり平均世帯数（戸） 30*5 30*1
一集落当たり平均高齢化率（％） 32*7 35*2
小規模高齢化集落数（高齢化率
50％以上かつ世帯数19戸以下）
280 396
上記集落のうち高齢化率70％以
上かつ世帯数 9戸以下の集落数
42 60
注） 2004年および2010年の集落調査で比較可能な同一集
落2%522集落を集計。
出所）島根県地域振興部地域政策課
図１　島根県における中山間地域の世代構成
注）島根県内の中山間地域全域指定15市町村を集計。
出所）2010年国勢調査をもとに筆者作成
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かにされてこなかったと振り返る。
そこで以下では，その実態把握のための調
査ならびに考察を行っていくこととしたい。
² ®ǽᆅሱɬʡʷ˂ʋ
² ® ± ǽᝩ౼ߦ៎
本研究では以下三点の理由から，中山間地
域におけるコミュニティ・ビジネスの先発事
例として，農村女性起業を取り上げた２）。
第一に，農村女性起業の担い手である女性
自身が，戦後から続くコミュニティ施策にお
いて，いわば「脇役」として捉えられてきた
ことを強調しておきたい。農村女性問題研究
の分野において指摘され続けてきたように，
特に農村社会においては男性中心，年功型の
コミュニティ運営がなされることが多いが，
農村女性による起業は，彼女たちがその運営
に関与できる契機の一つとして評価できる。
こうした背景が，多様な担い手の関わり合い
を不可欠の要素とする今後のコミュニティ形
成の展望と合致している点が，第一の理由と
して挙げられる。
また第二の理由として，農村女性自身が実
際に，中山間地域におけるコミュニティ形
成を志向してきたという経緯が挙げられる。
1990年代以降に台頭した農村女性による起業
の動きは，そもそも，戦後農村において展開
されはじめた生活改善普及事業の取り組みが
契機になっているケースが多い３）。従って，
その多くは経済振興を第一義的な目標として
いるというよりもむしろ，より良い地域コ
ミュニティ像を形づくることを主目的に掲げ
ていると評価されうる。つまりは，その担い
手一人ひとりについて，地域コミュニティ全
体の活性化に対する強い感受性を期待できる
ことが挙げられる。
最後に，農村女性起業が，農村女性にとっ
ての地域コミュニティ運営への参加の起点と
して評価されうる点を指摘する。農村女性起
業をケースとした様々な研究が指摘するよう
に，起業という選択肢は，農村女性が社会資
源（知識や技術，経済的対価，人間関係等）
にアクセスする機会として捉えられる。その
機会を得ることで，取り組みを通じて自らの
役割に対する自信や誇りを得，自らの目線で
地域の将来像を構築し，それを自ら担おうと
する主体性を育んでいる４）。さらに起業活動
の展開は，彼女たち自身の変化にとどまらず，
地域レベルでの変化をもひきだしうる。例え
ば靍（2007：1964228）は，農村女性が起業
活動下でのエンパワーメントを，既存の社会
規範との緊張関係への対峙と緩和のプロセス
として描いている。そこでは，次第に活動展
開の中で築いた価値と既存の地域コミュニ
ティの価値との間の緊張関係，そして，それ
を様々な手法で乗り越えようとする試みが描
かれている。その先に，互いに共感しうる価
値観をみいだし，男女が共にパートナーとな
りうるような，中山間地域における新たなコ
ミュニティ形成への展開をみわたせる。
このように農村女性起業における取り組み
は，担い手個人こじんの変化とともに，地域
との関わり合いの変化（地域コミュニティ運
営への関与による地域活性化）を促す試みで
あると展望できる。
以上の立場から本研究は，中山間地域コ
ミュニティにおいて展開される農村女性起業
が，コミュニティ ･ビジネスと地域コミュニ
ティとの関係性の実態，そうした関係性が及
ぼす影響について語るうえでの先発事例とな
りうると考えた。
² ® ²  ǽȈᠭཟȉȻȪȹɁɽʩʯʕʐɭˁ ʝʂʗʃ
アンケート調査による指標化に際して，コ
ミュニティ・ビジネス（農村女性起業）の「起
点」という機能の意味内容，そして，コミュ
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ニティ・ビジネスの担い手と地域コミュニ
ティとの関係性の実態を，どのように把握す
べきかについて触れる。
まず起点の意味内容を検討する出発点とし
て，農村女性起業の研究者の多くが，担い手
一人ひとりの「やりがい，志し」といった心
理的側面を重視していることを押さえておく
べきだろう。とりわけ，フェミニズムの立場
からこの動きを捉える研究者の多くは，農村
女性起業を産業創出，経済活性化という側面
だけでなく，農村女性のエンパワーメントの
一手段という，より包括的な捉え方をしてい
る。すなわち，それらの取り組みは農村女性
の地域生活の下での不満や不安に端を発し，
自らの役割への肯定的評価の獲得，そして地
域の中で新しい働き方，生き方の選択肢を増
やす試みであったと評価されてきた（岩崎・
宮城編2001：2134216）。この立場からみて，
農村女性による起業活動への参加の動機づけ
は，家計補完の意味合いだけでなく，むしろ，
起業活動の経験によって得られる満足感や地
域内での仲間意識，地域課題と密接に絡み合
う目標意識といった内発的な心理に拠るとこ
ろが大きい。
そこで本研究では，コミュニティ・ビジネ
スにおける起点の意味内容を示す視点とし
て，担い手各人の，起業活動への参加の「内
発的動機づけ５）」に着目した。また，その構
成要素として，活動に対する満足感，ならび
に活動の目標や組織そのものへのコミットメ
ントを設定している６）。
² ® ³  ǽᣁరܤॴȻ٥ڒɽʩʯʕʐɭȻɁᩜ
Ρॴ
上述のように多様な人材の地域コミュニ
ティ運営への関与が，地域に様々な創造的事
業を創出すると構想するならば，コミュニ
ティ・ビジネスと地域コミュニティとの関係
性は水平的なものでなければならない。ゆえ
に，ここでいう関係性とは，コミュニティ・
ビジネスの担い手が地域コミュニティの要請
や価値基準に無批判に適応，迎合することを
示すわけではない，と考えるべきだろう。む
しろ，宮本（1999）が「新しい市民社会」論
の立場からサード・セクターを「能動的媒
介」を担う主体であると表現するように，地
域コミュニティ（あるいは特定のセクター）
に一方的に偏らず，各々のセクターを協調的
に媒介しながら，新たな価値を創出するよう
な関係性が展望されうる。
そこで本研究では，地域コミュニティとの
関係性を指標化するうえで担い手各人の「能
動性」に着目し，担い手を介した「地域集団
への積極的発言」と「家族の活動支援」の二
つの現状を指標として設定する７）。
³ ®ǽᆅሱ஁ศ
³ ® ± ǽᆅሱʟʶ˂ʪʹ˂ɹ
以上の研究アプローチを踏まえ，研究フ
レームワークを図２のプロセスによって整理
する。
関心をベースにしたコミュニティという色
合いの濃い都市部と比べ，中山間地域では地
縁をベースに世帯から集落，さらには大字へ
と，同心円状にコミュニティが広がっている
と想定する８）。また中山間地域における既存
のコミュニティ運営においては，世帯を基準
にして集落，大字へと代表者が参加する形式
（代表主義）が一般的である。かたやコミュニ
ティ・ビジネスは，集落と比べ広範囲かつ集
団凝縮力のやや弱い，いわば「地域コミュニ
ティの周辺部」で結成され展開されるケース
が多いとともに，形式に拘らず多様な人材が
関与しうる土壌が比較的強く，ゆえに多様な
人材（地域コミュニティ運営の潜在的担い手）
の運営参加の起点となりうると想定される。
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本研究では，農村女性起業の起点としての
機能を，内発的動機づけの観点から測ってい
く。また，農村女性と地域コミュニティとの
関係性の実態を，世帯による活動支援と地域
集団への積極的発言によって測る。
なお図２では，これらの指標間の関連づけ
も仮説提示している。具体的には，担い手の
地域コミュニティとの関係性の強さを中山
間地域コミュニティの活性化の代替指標と
して，内発的動機づけの度合いをコミュニ
ティ・ビジネスの活性化の代替指標として捉
えた。すなわち，中山間地域におけるコミュ
ニティ・ビジネスの活性化のためには，その
基盤となる地域コミュニティの活性化が必要
であり，それゆえ，コミュニティ・ビジネス
を起点に担い手の内発的動機づけが促され，
かつ，それが地域コミュニティ運営に生かさ
れるような状況が望ましいと展望している。
³ ® ² ǽᝩ౼஁ศ
アンケート調査は，宮城県ならびに岩手県
に所在する起業活動グループ（いずれも地域
振興五法の指定を受けた区域に立地）を対象
に，その担い手女性にアンケート調査を実施
している。その中で，本書に掲載許可をいた
だいた三件のグループの結果を用いた。この
三件のグループは各々，農産物直売所，農産
加工，農家レストランという農村女性起業の
中でも代表的な事業領域において，市町村の
範囲で会員を募り活動を展開している。調査
は2008年9月から12月に実施している。各グ
ループ宛に計90のアンケートを配布し，郵送
にて回収を行なった。有効回答数は54，有効
回答率は60％であった。
³ ® ³ ǽґ౏ਖ਼ᬲ
本アンケートは，個人特性（年齢，職業，
家族構成，起業活動への参加年数）ととも
に，後述する五つの質問項目を設定し，それ
らを五段階評価で回答していただく形式を用
いた。
アンケート用紙では，上述の指標に対応し
た質問項目として，以下を設定した。
①満足感：「活動に満足している」
② 目標コミットメント：「活動目標に共鳴
している」
③ 組織コミットメント：「活動に愛着を感
じている」
④ 家族の活動支援：「活動を経て家族が活
動支援をしてくれるようになった」
⑤ 地域集団への発言の積極性：「活動を経
て地域集団へ積極的に発言するように
なった」
また選択肢は，「そう思わない（ 1点）」，
「あまりそう思わない（ 2点）」，「どちらとも
いえない（ 3点）」，「ややそう思う（ 4点）」，
「そう思う（ 5点）」という表現を用いた（カッ
図２ 　コミュニティ・ビジネスおよび地域コミュニ
ティの相互的活性化に向けた仮説的プロセス
注 ）実線黒矢印は本研究で実態把握する影響関係，点線
矢印は仮定的な影響関係を示す。
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コ内は点数）。
続く節では，担い手各人のコミュニティ・
ビジネスへの内発的動機づけと，地域コミュ
ニティとの関係性の実態について，主に以下
三つの統計的手法で示す。
はじめに，地域コミュニティとの関係性に
係る二指標の得点に関してクロス集計を行
い，その得点配分に応じて回答者を複数グ
ループに分類する。
次に，上で示されたグループごとに，内発
的動機づけに係る指標の平均得点を示しつ
つ，分散分析および多重比較によりグループ
間の平均得点の差異の統計的有意性を見る。
最後に，担い手と地域コミュニティとの関
係性の実態を概握するための，二つの指標の
得点の回答者分布を示す。
´ ®ǽፀ౓ȝɛɆᜓ᥺
はじめに本アンケートの回答者属性につい
て記す。回答者は全て女性で，その年齢構成
は30～80代であり60代を頂点に凸状の分布を
なしている。また，活動参加時期をみると，
起業当初からの参加者が57*4％，起業後の参
加者が42*6％であった．ここから，農村女性
起業の担い手像としては特殊性のない回答者
構成だと考える。
なお，アンケート調査で採用した各指標に
ついて，Spearanの相関係数と平均得点，標
準偏差を測ったところ，表２の結果が得られ
ている．ここから得られる示唆については，
以下の各論において後述することとしたい。
´ ® ±  ґ౏ፀ౓
分析結果の第一点目として，地域コミュニ
ティとの関係性に係る二指標のクロス集計を
行ったところ，図３の結果が得られた．大ま
かな傾向として，縦軸（地域集団への発言の
積極性）に比べ横軸（家族の活動支援）に係
る指標の高得点群が多いことから，ここでは
回答者を表３に示す三つのグループに分類し
た．地域コミュニティとの関係性はG1，G2，
G3の順に強いと認識できる。
続く第二点目として，第一結果で得られた
三グループを比較したところ，図４，表４の
結果が得られた．ここから，以下の傾向が指
摘できる。
まず，家族からの積極的な支援の有無と農
村女性起業への内発的動機づけの度合いとの
間に，統計的に有意な平均得点差があったこ
とが挙げられる。具体的には，G3と他のグ
ループとの平均得点差が大きく（図４），か
つ，その差異が 1 ％水準で有意であり（表
４），内発的動機づけを測る三指標全てにお
いて，家族からの積極的な支援の欠如が制約
要因になりうることが示されている。
ただし，農村女性起業の担い手による地域
集団への能動的な関与については，起業活動
下での内発的動機づけとの関連性に乏しい
ことが示された。G1とG2を比較したところ，
満足感についてはグループ間差異が10％水準
で有意ではあるものの（表４），差異の度合
い自体はさほど大きなものではない（図４）。
表２　各指標の相関係数，平均得点，標準偏差（n=54）
?
   ???????
?
   ??????
?
  
?
  
?
   ??????
?
   ?????????
???????
ḻ － *586* *781* *700* *717* 3*33 1*32
Ḽ － － *527* *453* *441* 2*61 1*30
ḽ － － － *744* *749* 3*43 1*33
Ḿ － － － － *913* 3*48 1*36
ḿ － － － － － 3*48 1*42
注）*は 1％水準で有意。
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第三点目について，地域コミュニティとの
関係性に係る二指標の得点の回答者分布を見
たところ，図５が得られている。表２にみる
地域コミュニティとの相互作用に係る二つの
指標の相関係数は，r＝0*586，0*1%以下の水
さらに，組織コミットメント，目標コミット
メントの二指標，いわば，より高次の内発的
動機づけに係る指標に関しては，G1とG2と
の間で統計的な有意差はないことが示されて
いる（表４）。
図３ 　地域コミュニティとの関係性に関する二指
標のクロス集計（n=54）
注）枠内の数字は回答者数．
図４　内発的動機づけのグループ別平均得点（n=47）
注）各指標とも平均得点差が 1％水準で有意。
表４　Turkeyを用いたグループ間比較結果（n=47）
Ｇ1 Ｇ2 Ｇ3
満足感 Ｇ1 － 0*71* 2*33**
Ｇ2 － － 1*62**
目標コミットメント Ｇ1 － 0*45 2*16**
Ｇ2 － － 1*70**
組織コミットメント Ｇ1 － 0*15 2*37**
Ｇ2 － － 2*23**
注）*は10％水準，**は1％水準で有意。
表３ 　地域コミュニティとの関係性に係る二指標
に即した各回答者の分類法
グループ
名 定義
グループの特質に
係る解釈
グループ
人数
Ｇ１
「地域集団への積
極的発言」の得点
が 3点 以上の中
で，「家族の活動
支援」が 4点以上
の回答者．
地域コミュニティ
への能動的な関わ
り合いが促されて
いる． 20
Ｇ２
「地域集団への積
極的発言」の得点
が 2点以下の中で，
「家族の活動支援」
3点以上の回答者．
家族との良好な関
係の一方で、特に
地域集団との間の
能動的な関わり合
いがまだ促されて
いない．
13
Ｇ３
「家族の活動支援」，
「地域集団への積
極的発言」の得点
がともに 2点以下
の回答者．
地域コミュニティ
への能動的な関わ
り合いが促されて
いない．
14
人数計 47
図５ 　地域コミュニティとの相互作用に関わる二
指標の回答者分布（n=54）
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準で有意であり，二指標の相関関係が示され
ている。ただし，集団レベルでの関係性に係
る平均得点は，家族レベルでのそれと比較し
てかなり低い。また，図３に示した回答者分
布をみるかぎり，この二指標が単純な線形関
係ではないと考えられる。実際，図５におい
て「家族の活動支援」と「地域集団への発言
の積極性」の回答者割合を比較すると，高得
点の回答者が多い前者に対し，後者は低得点
が多いことが示された。ここから第三の結果
として，家族とのそれに比べ，地域集団との
相互作用の相対的な難しさの傾向が指摘でき
る。
´ ® ²  ǽɽʩʯʕʐɭˁʝʂʗʃɁઆȗਖ਼Ȼ
˹ࠞᩖ٥ڒɽʩʯʕʐɭȻɁᩜΡॴȾ
Ρɞး࿡Ȼᝲཟ
以上の三点の結果について，各々の解釈お
よび論点を整理してみたい。
まず一点目について，世帯による支援の欠
如は，起業活動下での担い手の内発的動機づ
けの制約要因になりうると考えられる。この
結果の解釈は例えば，農村女性が外出する際
には家族の了解を逐一取り付けねばならない
ことからも想像に容易い。従って，家庭内に
おいて女性の役割と見なされる傾向にある家
事全般を世帯員どうしで分担しうる男女共同
参画社会の実現と同時に，そのような役割，
特に家庭内育児や福祉等を地域全体で支える
ことが可能な仕組みを形成することが，コ
ミュニティ・ビジネスへの，女性たちの内発
的動機づけの必要条件であると強調したい。
かたや第二点目の結果は，起業活動での成
功体験の積み重ねによる満足感，つながり形
成による仲間意識，地域活性化と密接に関わ
る活動目標へのコミットメントといった内発
的動機づけが，地域集団との関係性を欠く中
でも醸成されうることを示している。その意
味で，従来の中山間地域コミュニティ運営に
おいていわば脇役と見なされることの多い農
村女性にとって，コミュニティ・ビジネスは，
地域との関わりを形成するうえでの起点とし
て機能しうることが示されたと考える。
ただしそのことが，中山間地域コミュニ
ティ運営への多様な人材の参加につながるわ
けではない。実際，第二の結果を言い換える
と，コミュニティ運営への能動的関与はコ
ミュニティ・ビジネスにおける内発的動機づ
けの如何に関係なく，個別の論理で促進され
うるという傾向が指摘できる９）。
その背景として，農村女性問題に係る研究
分野でしばしば語られる中山間地域コミュニ
ティの構造，規範レベルの特徴が第三の分析
結果に示されていると考える。例えば中山間
地域コミュニティにおいては，世帯の代表者
（主に男性）がコミュニティ運営に参加する
という世帯主中心の家族／地域運営制度を基
本にしていることが多い10）。すなわち，特に
地域集団のレベルに目を向けた場合，コミュ
ニティ・ビジネスへの内発的動機づけの如何
に関わらず，女性の能動的な関与の道筋その
ものが，従来の地域コミュニティ運営の下で
は難しいと解釈できる。
以上の論点を図６のように図示してみた
い。中山間地域コミュニティのいわば「周辺
部」において活動を行なうコミュニティ・ビ
ジネスは，選択縁をベースに地域の多様な人
材がコミュニティ運営に参加する起点として
評価されうる。ただしその有効な機能は，世
帯からの支援の有無にかなりの程度依存して
いる傾向が示された。また担い手の内発的動
機づけが促されたとしても，地域コミュニ
ティの既存の構造や価値規範のもとでは，コ
ミュニティ運営への能動的関与は困難な傾向
にある。多様な人材によるコミュニティ運営
の仕組みづくりが不可欠という基本認識に立
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つと，以上の結果から中山間地域コミュニ
ティ，および，その中で活動を行なうコミュ
ニティ・ビジネスの活力停滞が起こることが
懸念される。
図６ 　コミュニティ・ビジネスの「起点」として
の機能の現状と論点
注 ）実線黒矢印は本研究で実態把握した影響関係，点線
矢印は仮説的な影響関係を示す。
´ ® ³  ǽ˹ࠞᩖ٥ڒȾȝȤɞ᥾࠙ᄑȽɽʩʯ
ʕʐɭढ਽
以上を鑑み，中山間地域コミュニティとコ
ミュニティ・ビジネスの相互的な活性化に向
けて，互いの関係性を育む新たな仕組みが必
要だとする立場を強調したい。
中山間地域コミュニティ運営への多様な
人材の関わり合いを促すために，コミュニ
ティ・ビジネスがそのイニシアチブとなるこ
とは期待されて然るべきかもしれない。しか
し結果が示すように，コミュニティ・ビジネ
スは，その当事者たちの内発的動機づけを促
進するという意味での「起点」として機能は
するものの，地域コミュニティ運営への能動
的関与を促すという意味での「起点」とはな
り難い状況下にある。従って，その相互的な
活性化の土壌を形成するためには，双方が互
いの関係性を深めうる仕組みを地域内に形づ
くる必要があると構想する。
そこで，相互の関係性の深化に向け，図７
のような，より重層的なコミュニティ形成の
方向性を展望したい。
前述したように従来の中山間地域コミュニ
ティ運営は，集落，大字等の各範囲において，
その下部構造を統合する上位組織を結成する
ことが基本構造とされてきた。それゆえ，各
階層において，限定されたメンバーシップの
下，上位下達の地域課題について合意形成，
連絡調整を行うことを主機能に持ち，その周
辺部においては，コミュニティ・ビジネスが
個別的に展開されてきたのが現状であった。
そこで今後に向け，地域コミュニティ運営の
中核に寄り添いながら，地域課題を見つめ直
し新たな対策を模索する地域自主活動のネッ
トワークを重層させ，コミュニティ・ビジネ
スと既存の地域コミュニティとを橋渡しし，
性別，年代，役職等を超えた多様な人材どう
しの関わり合いを深める機会，あるいは組織
（ここでは，地域コミュニティ運営の「入り
口」組織と呼ぶ）を育成することが必要であ
ると考える11）。
既存の地域コミュニティ組織の基本的機能
が特定の地域課題への合意形成にあることに
対して，「入り口」組織では，地域課題その
ものの自主的な再発見，個別の課題に対する
各自の当事者意識の醸成，多様な人材の能動
的関与に基づく課題への対策検討（いわば，
「地元の見つめ直し」と「暮らし続けるため
の条件づくり」）を模索する機能を持つこと
が期待される。
ゆえに「入り口」組織では，多様な人材の
能動的関与に必要な条件整備として，形式に
拘らない水平的で開放的な対話の場づくり，
そして，個々の家庭事情を配慮した支援体制
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（いわば，「一つの家庭を地域で支える」仕組
み）に取り組むことが望まれる。他方，その
中でコミュニティ・ビジネスの担い手は，コ
ミュニティ・ビジネスへの参加を起点に，コ
ミュニティ運営の「入り口」組織を媒介し，
地域コミュニティの重層性の中で段階的に，
各々の経験を踏まえた発言や得意分野を生か
した関与を模索することが展望されうる12）。
ただし，こうした媒介的な「入り口」組織
育成の現場レベルでは，多様な人材どうしの
コンフリクトや，中山間地域コミュニティに
まつわる前述のような既存の運営構造や価値
規範にゆり戻されてしまう懸念が当然考えら
れる。それゆえ，相互のコンフリクトを緩和
し，水平性，開放性の強い組織風土の形成に
向け，当事者のみならず第三者的な関わりを
持つ仲介者が必要になると考える。その具体
像を挙げると，自治担当行政職員や公民館主
事等，公的な立場で地域コミュニティ運営に
関わる存在が重要になるといえるだろう。と
りわけ行政職員においては，今後の中山間地
域コミュニティの発展に向け，資金援助や専
門的ノウハウの提示という役割と同時に，コ
ンフリクトを緩和し多様な人材の関与を促す
コーディネーターとして，さらに，彼や彼女
たちの気づきや共通理解を深めるファシリ
テーターとしての，より人格的な関わり合い
を持つことが期待，展望されると考える13）。
µ ®ǽߴજ
本研究は，中山間地域におけるコミュニ
ティ・ビジネスと地域コミュニティとの相互
図７　コミュニティ・ビジネスと地域コミュニティの相互的活性化に向けた重層的コミュニティの構図
― 45 ―
コミュニティ・ビジネスを起点とした多様な人材の動機づけの可能性（畠山　正人）
的な活性化，より具体的には，コミュニティ・
ビジネスに関与する多様な担い手が，地域コ
ミュニティ運営への参加をどの程度遂げてい
るのかを検討した。先発事例として用いた農
村女性起業の担い手を対象としたアンケート
調査の分析結果を整理すると，以下に集約さ
れる。
中山間地域におけるコミュニティ・ビジネ
ス（農村女性起業）は，既存の地域コミュニ
ティ運営の場面におけるいわば潜在的な担い
手層であった人材（農村女性）に対して，起
業活動を通じて内発的動機づけを促進する機
能を持つことが示された。ただし，担い手の
コミュニティ・ビジネスへの内発的動機づけ
は，地域コミュニティとの関係性によっては
制約を受ける一方で，コミュニティ・ビジネ
スを通じて内発的動機づけが促進されたとし
ても，それが地域コミュニティ運営に十分に
生かされているとはいい難いことも示され
た。言い換えれば，中山間地域におけるコ
ミュニティ・ビジネスは，地域コミュニティ
運営に対する潜在的な担い手層の動機づけを
促進するという意味で「起点」とはなりえる
ものの，実際の運営場面での多様な人材関与
の「起点」とはなり難いと指摘できる。
そこで本研究では，コミュニティ・ビジネ
スを，部分的に起点になりうるとして評価し
ながらも，その起点と，実際の地域コミュニ
ティ運営の中核とを媒介する「入り口」組織
の育成による重層的なコミュニティ形成が必
要であることを展望した。また，こうした重
層的なコミュニティ形成に向けては，地域住
民のみならず，行政職員等の第三者によるバ
ランス感覚のある人格的支援が必要であると
強調した。
以て個別事例や本アンケート調査の母集
団，および調査設計の中で，コミュニティ・
ビジネスと中山間地域コミュニティとの関係
性やコミュニティ形成の方向性を議論するの
は時期早々であろうが，この点については今
後，さらなる調査で精査に努める。ただ本稿
では，中山間地域におけるコミュニティ・ビ
ジネスの活性化は，それら組織が所在する地
域コミュニティ全体の再編を視野に入れた議
論が必要だという立場を強調する。その上で，
中山間地域におけるコミュニティ・ビジネス
と地域コミュニティの相互的活性化に向け，
前述のような重層的なコミュニティが，どの
ように形成され，機能し，発展されうるのか
を，現場の実態から析出することも必要とな
る。これら諸点についても，今後の課題とし
たい。
Ȍาȍ
１）例えば経済産業省関東経済産業局（website）
はコミュニティ・ビジネスを「地域の課題を地
域住民が主体的に，ビジネスの手法を用いて解
決する取り組み」と定義している．ちなみに本
研究でも，暫定的にこの定義を踏襲しておく。
2）農村女性起業は，農村部において経済活動を
行っている経営体（無償ボランティアは除く），
かつ，経営責任を女性が担っている経営を指し，
2008年度時点の統計調査では全国に9%641件の事
例が確認されている（農林水産省調べ）。
3）そもそも農村女性の生活環境の改善に端を発
したこの事業は，時代の経過とともに持続可能
な地域コミュニティを模索する方向性に発展し
ている。なお，生活改善普及事業の展開過程に
ついては太田（2004）に詳しい。
4）地道な活動の中での彼女たちの変化の一例と
して，後述するアンケート調査の自由記入欄の
一意見を，以下に取り上げておきたい。
　　「野菜直売所での会員そして消費者との交流の
場が自分たちにとってすばらしい出会いでもあ
り生きがいをみいだすことができ本当に喜ばし
い限りです。（中略）自分が一生懸命やればやる
程，自分の満足感と家族のコミュニケーション
もうまくできると思っています。地域が家族が
健康で元気であることが原点だと思います。」
5）内発的動機づけは，「個人を具体的，持続的
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行動に駆り立てる際の，内から生起する自発的
な欲求や意欲」と定義されうる。ただし，先に
みた農村女性による生活改善普及事業に示され
るように，この動機づけは，無前提に沸き起こ
る欲求や単なる自己満足ではなく，共益性を含
んでいるとみるべきであろう（例えば，地域の
ために何かをなすことへのやりがい）。この共
益性ゆえ，地域コミュニティとの関係性と，担
い手個人の動機づけとの間に，図 2に示したよ
うな相関が描けると想定されうる。
6）内発的動機づけに係る質問項目について，満
足感に関しては日本労働研究機構（1999），組
織および目的へのコミットメントに関しては
5orter et al*（1974）を参考にした。
7）本調査では質問の表現ならびに分析を簡易に
するため，「地域コミュニティ」の具体像を，
家族および（集落および大字範囲での）地域集
団と規定した。
8）ここでは「集落」を，地域コミュニティにお
ける最小，あるいは基礎的な運営単位として定
義する。また「大字」については，集落の連合
体が組まれる範囲として定義したい（しばしば
行政区，公民館区，学区等と重なり合っている
ことがある）。集落にせよ大字にせよ，呼称は地
域に応じて様々であることは周知の通りである。
9）事実，起業活動への参加を含めた農村女性に
よるネットワーク活動は，既存の価値規範が根
づく狭範囲の地域コミュニティに対して，いっ
たんにしろ心理的距離をとる手段でもあると考
えられる（原（福与）2009X 179）。
10）さらには，そうした階層的な構造の根底に，
「従」としての女性像という価値規範が根づい
ていることも多い。例えば地域活動をする際に
も，女性は「従＝お手伝い」，従って「主＝意
思決定」を持つのは男性という認識を持つ住民
が，中山間地域では特に多いという傾向も指摘
できる。
11）なお，地域における多様な人材の「入り口」
となる組織形成は，本稿でいう大字の範囲で行
うことが望ましいと考える。理由は以下三点に
よる。まず過疎高齢化が進む中山間地域におい
ては，集落単位で多様な事業を展開することが
困難なためである。かたや，大字範囲であれば，
多様な対策の展開に必要な人材，施設（公民館
や小学校，商店等），組織（地区社会福祉協議
会や消防団分団，商工会等）が集積している可
能性が高いというのが第二の理由として挙げら
れる。と同時に大字は，集落範囲と比べて閉塞
感が薄く開放性がありながらも，地域への一定
程度の愛着や住民相互の共通理解（いわゆる
「手触り感」）があることが第三の理由である。
12）個々の事例は詳述できないが，実際に中山
間地域の現場レベルでは，「手づくり自治区」
（小田切前掲書X 18445）や「複合的拠点」（藤山
2012X 12）といった呼称で，大字範囲での新た
なコミュニティ形成に向けた先発事例が生まれ
ており，コミュニティ・ビジネス等地域組織の
ネットワークや多様な人材の運営参加の面で新
たな展開が形づくられることが期待される。
13）折しも近年，各市町村や県において地区担当
職員制度が整備されてきており，中山間地域コ
ミュニティの活性化に向け，より人格的な行政
支援が期待，展望されうる。また公民館におい
ても，近年，社会教育の枠組みを超えて地域づ
くり活動全般への関与が進んできていることが
注目される。
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